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研究成果の概要（和文）：本研究では、広大な海に囲まれたわが国の特徴を生かした自然エネルギーの積極的活用を目
指して、新形式の浮体式洋上風力発電システムを提案し、その実現可能性を検証した。本システムは600kW 級風車を搭
載した双胴船型浮体の下部に水中翼を設置することで、波エネルギーを利用して浮体の動揺や係留系に働く力を大幅に
軽減することを期待するものである。模型実験の結果、水中翼が波浪中動揺を低減する効果は主に粘性減衰力に基づく
こと、条件によっては翼形状でなく平板でも高い減揺効果や波漂流力低減効果が得られること等が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we suggested a new type floating ocean WTGS(wind turbine generator 
system) to utilize a renewable energy positively against the background of Japan’s very large ocean, and 
carried out the feasibility study for the system. This system has a catamaran hull with one 600-kW-order 
wind turbine and a hydrofoil is installed under the bow of the hull. Then the hull motion or the forces 
on a mooring system could be significantly reduced using the wave energy. From the results of model 
tests, the effect of a hydrofoil on reducing the motion in waves is mainly based on the viscous damping 
forces. And it is confirmed that the effects on reducing the hull motion or the wave drift forces, not 
only with a hydrofoil but also with a flat plate.

研究分野： 海事流体工学

キーワード： 浮体式洋上風力発電　沿岸域発電システム　波浪中動揺低減

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

 

１．研究開始当初の背景 

日本では、2011 年の福島第一原発事故以降、
従来の枯渇性エネルギーに頼ったエネルギ
ー政策を転換し、クリーンで安全な自然エネ
ルギー（再生可能エネルギー）の利用を積極
的に進めようとする流れが加速している。 

自然エネルギーの有効的利用法の 1つであ
る風力発電は、日本でも積極的に建設が推進
されているが、既に建設に適する土地の減少
も指摘されている。今後は洋上への展開が期
待されているが、日本の海岸線はすぐに深く
なる地形が多く、欧米に多く見られる着底式
風車の建設は限られる｡そこで日本のメガフ
ロート技術を応用して、浮体工法による洋上
発電システムの研究開発が進められている。
これまでに様々な型式の浮体式風車が提
案・検討されているが、いずれも洋上に浮か
ぶ風車の波浪中動揺の低減と、浮体を流され
ないように保持する係留装置のコストダウ
ンが重要な課題となっている。 

 

２．研究の目的 

近年、化石エネルギーの大量消費により排
出される CO2による地球温暖化、そして石油、
石炭、天然ガスなどの化石燃料そのものが近
い将来枯渇する可能性が高いといった地球
規模の環境問題、エネルギー問題が生じてい
る。そして、世界各国でこれらの問題を解決
するため自然エネルギーを積極的に利用し
ようとする動きが活発化してきている。日本
においても、2011年の福島第一原発事故以降、
クリーンで安全な自然エネルギー（再生可能
エネルギー）の利用を積極的に進めようとす
る流れが加速している。その再生可能エネル
ギーの中でも発電コストが低く、エネルギー
変換効率が高いのが風力発電である。特に、
洋上は強く安定した風を得られ、発電効率を
上げるための風車の大型化がしやすい等の
メリットがあり、長い海岸線を持つ日本の地
理条件は、洋上風力発電に非常に適している。 
近年、日本の広大な EEZを背景に、浮体工

法による風力発電システムの研究開発が進
められている。これまでに様々な型式の浮体
式風車が提案・検討されているが、係留式の
場合、その多くが浮体及び風車の波浪中動揺
の低減と、浮体を保持する係留装置のコスト
ダウンが重要な課題となっている。それらの
解決策として、浮体下部に水平板や翼を配置
することで、動揺抑制効果や漂流力低減効果
を狙った研究も行われている。 
波浪推進システムは水面下に設置した翼

が波による水粒子運動に応じてピッチ運動
をすることにより前進力を発生させる仕組
みである。このシステムは推力発生効果のみ
ならず、船体運動に対する高い減衰力を有し
ており、浮体構造物への応用が期待できる。 
これまでに研究代表者らは、洋上では風力

発電を行い、水面下では波浪推進システムを
用いて波漂流力を大幅に低減して係留装置
のスリム化を図りつつ、波浪中動揺の低減も

実現するハイブリッド型洋上風力発電船を
提案し、その基本的な成立可能性について検
証してきた。具体的には、写真 1に示す想定
実機の縮尺模型を用いて規則波中性能実験
を行い、船体下部の水中翼により、係留力の
大幅な低減と波浪中ピッチ運動が大きく軽
減されることが確認されている。さらに、風
と波の共存場での係留力や浮体がどのよう
な挙動をするかを詳細に調べた結果、風と波
の中での 1点係留方式には特に大きな問題が
ないことが確認されている。表 1 に想定実機
の主要目を示す。 
今後、本システムの実現可能性をより高め

るためには、実海域性能、すなわち波、風、
潮流などの自然外力に対して本システムが
どのような性能を示すのか、そして設置海域
に応じた本システムの最適化のために、そも
そも実際に船体や翼部にどのような流体力
が働き、どのようなメカニズムで波浪中動揺
が抑制されているのか、その詳細を明らかに
する必要がある。 
そこで本研究では、まず縮尺模型を用いた

水槽実験を行い、波浪中の船体動揺の基とな
る波浪外力を明らかにすると共に、水中翼の
可動、固定による違いや、翼形状の違いにつ
いて明らかにする。次に回流水槽を用いて縮
尺模型に働く潮流力の計測を行い、本システ
ムの潮流影響を評価する。最後に、本システ
ムの波浪中ピッチ運動に関する静水中強制
動揺実験（ラディエーション実験）を行い、
船体に働く付加慣性モーメント、減衰力を求
め、さらに造波減衰力と粘性減衰力を求めて、
その特性を明らかにした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 想定実機の 1/50 縮尺模型 

 
表１ 想定実機の主要目 

船体部 

全長 50m 

全幅 30m 

深さ 14.25m 

喫水 4.25m 

水中翼長 25m 

水中翼設置水深 7.5m 



 

 

風車部 

定格出力 600kW 

ローター直径 45m 

ハブ高さ（船体部

デッキ上面から） 
34m 

全体 
排水量 894.6t 

重心高さ 8.65m 

 
３．研究の方法 

(1)規則波中波浪荷重計測実験 
想定実機の縮尺模型を使用して、規則波中

の波浪荷重を計測するディフラクション実
験を行った。水中翼は写真 2 に示すように、
翼弦長 50mm の NACA0015 と、比較のために投
影面積が同じになる翼厚 7.5mm、幅 50mm の平
板を使用した。本実験では、水槽中央部に予
定喫水で固定した実験模型に規則波を入射
させた時の船体模型に働くサージ、ヒーブ、
ピッチ各方向の波強制力及び波漂流力を、3
分力計を用いて計測した。規則波の波周期は
0.566～1.697sの 10通り、波高は 20,40,60mm
である。写真 3 に実験時の様子を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

写真 2 使用した平板と NACA0015 翼型板 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
写真 3 波浪荷重計測実験時の様子 

 
(2)潮流力計測実験 
本システムの潮流影響を評価するために、

縮尺模型を用いて、一様流中の荷重計測実験
を行った。本実験では条件の異なる 8種類の
翼および平板を用意し、水中翼を取り付ける
機構部のみ、浮体のみの場合を計測した。本
実験は回流水槽で行った。架台に三分力計を
固定し、水面を喫水線の高さに合わせ模型を
取り付けた。回流水槽で異なる流速の潮流を
起こし、様々な潮流の入射角度に対するサー
ジ方向、スウェイ方向にかかる荷重とヨーモ
ーメントを計測した。模型の座標系を図 1 に

示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 潮流力計測実験における座標系 
 
(3)静水中強制動揺実験 
本実験では、静水中でピッチ運動のみを許

された風力発電模型をピッチ強制動揺させ、
その反力として得られるピッチモーメント
及び船体周りで生じる発散波の振幅を計測
するラディエーション実験を行った。今回は
模型重心を回転中心として、模型後端部を１
軸強制動揺装置で上下動させて模型全体を
ピッチ強制動揺させた。図 2 に模型及び実験
装置の詳細を示す。 
実験条件は、減揺板として、長さ 500mm、

厚さ 7.5mm の平板、NACA0015 の翼弦長 50mm
と 100mmの計 3種類、NACA0015の翼弦長 50mm
のみ翼を可動にし、これに翼なしを加えた計
5 種類を比較した。動揺周期は実機ベースで
4～12s とし、動揺振幅は±20,40,60mm の 3
通りを行った。 
データの解析方法は、まず得られたピッチ

モーメントをフーリエ解析して、付加慣性モ
ーメントと減衰力を求めた。次に、発散波振
幅から造波減衰力を求めて、減衰力との差か
ら粘性減衰力を求めた。最後に、得られた各
ラディエーション係数を用いて縦波中ピッ
チ動揺の RAOを求めて、過去の波浪中動揺実
験の結果と比べて評価した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 2 模型及び実験装置 
 
４．研究成果 
(1)規則波中波浪荷重計測実験結果 
本システムの規則波中波強制力の振幅と



 

 

波漂流力の結果を翼条件で比較した結果を
図 3～図 6に示す。 
図 3および図 4 より、サージ強制力、ヒー

ブ強制力は翼条件による違いはほとんどみ
られず、可動翼、固定翼、平板のいずれもサ
ージ強制力、ヒーブ強制力に影響を及ぼさな
いことが分かった。 
図 5より、波浪中ピッチ運動の原因となる

ピッチ強制モーメントは翼なしに比べて、翼
や平板の存在にかかわらず、逆に生じる力が
小さくなっており、波浪荷重においても、翼
や板の存在が動揺低減にプラスになってい
ることが分かった。また、可動翼、固定翼、
平板のいずれもピッチ強制モーメントに大
きな差はなく、翼なしを除き翼条件によるピ
ッチ強制モーメントの違いはみられない。 
図 6より、サージ漂流力は、翼なし、平板、

固定翼、可動翼の順に漂流力（波下側に流そ
うとする力）が小さくなっており、さらに可
動翼では、船体動揺を伴わないにもかかわら
ず推進力（波上側に進めようとする力）が生
じていることが分かった。また、固定翼でも
はっきりとした波漂流力低減効果が得られ
ており、さらに翼形状ではない単なる平板の
場合でも漂流力低減効果が得られている。こ
れは本システムの構造をよりシンプルにで
きる可能性を示している。 
結局、翼条件による違いは、ただの平板も

含めて波強制力にはその影響はほとんど生
じておらず、一方波漂流力は翼形状や可動、
固定の違いによって大きく異なることが改
めて分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3 サージ方向の波強制力 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
図 4 ヒーブ方向の波強制力 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
図 5 ピッチ方向の波強制モーメント 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
図 6 サージ方向の波漂流力 

 
(2)潮流力計測実験結果 
翼条件、流速、および入射角度を変化させ

て計測した潮流力を無次元化して Cd、Cm を
求め値を比較した。その結果を図 7～10に示
す。 
図 7および図８より、サージ方向の荷重は

スウェイ方向の荷重に比べて極めて小さい
値であることがわかった。また図 7 より、機
構部と翼に働くサージ方向の抗力は浮体の
みが受ける抗力の半分前後の大きさになる
ことが確認できた。また、図 9よりサージ方
向の抗力係数の翼形状による違いはほとん
どなかったが、平板では同じ翼弦長の翼に比
べて抗力係数が少し大きくなることがわか
った。一方、スウェイ方向とヨーモーメント
に関しては、翼形状・平板による違いはほと
んどないことが確認できた。 
図 10 より、係留中心回りのヨーモーメン

トは、0°以外すべての角度で安定する方向
にヨーモーメントが大きく働くことがわか
った。また、機構部には浮体と比較して割合
大きなヨーモーメントが働いていることも
確認できた。 
結局、潮流が斜めから入射した場合、翼等

の減揺板を支える部材に比較的大きな抗力
が生じることから、本システムの設置海域や
設置方法によっては、生じる抗力を極力低減
できるように、構造を工夫する必要があるこ
とが分かった。 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図 7 入射角ごとのサージ方向の Cdの比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
図 8 入射角ごとのスウェイ方向の Cdの比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図 9 翼形状の違いによるサージ方向の 

Cd の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
図 10 係留点回りのヨーモーメントの比較

(流速 0.2m/s) 
 
(3)静水中強制動揺実験結果 
翼型板や平板などの減揺装置を付けた洋

上風力発電模型の静水中強制動揺実験(ラデ

ィエーション実験)を行い、付加慣性モーメ
ントと減衰力を求めた。その結果を図 11～13
に示す。また、ラディエーション係数を用い
て求めた RAOを図 14～15に示す。 
図 11 より、付加慣性モーメントは、

NACA0015, 50mm,固定と、NACA0015,50mm,可
動を比較すると、可動状態の方が低周期域で
小さい値を取ることが分かった。 
図 12 より、翼弦長の大きい翼型板は長周

期域における減衰効果が高いことがわかっ
た。また、翼面積（板面積）や投影面積が等
しい平板と翼型板とでは、付加慣性モーメン
ト及び減衰力共にほとんど違いは見られな
いことがわかった。 
図 13 より、今回調べた範囲では、減衰力

は全体的に造波減衰の影響は小さく、ほとん
どが粘性減衰力である。つまり減揺板により
ピッチ動揺が低減する効果は粘性減衰が主
であることが分かった。これは、減揺板の取
り付け位置が深いため、減揺板の形状や動き
の違いが造波減衰力に与える影響が小さく
なっているためと思われる。 
結局、設置する海域に合わせて最適な翼弦

長や振幅を選べばよい、そして条件によって
は単純な平板や翼型板を固定した状態にお
いても、粘性減衰力の効果によって高い波浪
中動揺抑制効果が得られることが改めて分
かった。 
最後に、図 14～15より、RAO の計算結果は

過去の実験結果と傾向が似ている。このこと
から、本研究で仮定した運動方程式でかかる
現象を説明できることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 11 付加慣性モーメント m 
(動揺振幅±10mm) 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図 12 減衰力係数 N 
（動揺振幅±10mm） 

 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図 13 造波減衰と粘性減衰 

(NACA0015, 50mm,可動 動揺振幅±10mm) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
図 14 縦波中ピッチ運動の RAO(波高 2cm) 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
図 15 縦波中ピッチ運動の RAO(波高 4cm) 
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